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子育て支
援の充実

多子世帯給食
費助成事業

小学校1年生から満18歳に達する学年
（高校に進学していない場合も含む）ま
でに4人以上の兄弟姉妹がいる保護者
に対して小学校及び中学校に通う第4
子以降の給食費の全額を補助する。

助成額
（予算額）

千円 2,428 2,282 94% 3,152 2,749 87%
対象児童生
徒数

人 87 61 70% 103 77 75% 2,282 3,152 2,749 高

予算が確保できれば、４
人目以降ではなく、補助
対象児童生徒を拡大す
ることができ、より一層
多子世帯における経済
的負担の軽減が図られ
るため、成果向上余地
はある。

なし

事業内容が、対象者の
４人目以降の給食費の
実費を助成し、負担を軽
減するという趣旨であ
り、予算も限られてお
り、これ以上のコスト削
減の余地はない。

維持

事業実施により扶養者
の負担軽減が図られ、
就学奨励につながるこ
とから今後も支援が必
要であるため。

現状と同様に、小学校１年生から
満１８歳に達する学年（高校に進
学していない場合も含む）までに
４人以上の兄弟姉妹がいる保護
者に対して小学校及び中学校に
通う第４子以降の給食費の全額
の補助を行うため、その分を見込
んで予算要求を行う。

維持
事業内容を継続することで、扶養
者の負担軽減を図り、就学奨励
につなげる必要がある。

学校教育
の推進

教育支援セン
ター運営事業

不登校児童生徒の問題は、義務教育
上重要な課題となっており、これに対応
するため、平成７年度から生涯学習セ
ンター内に学校適応指導教室「せいら」
を開設し、平成１９年度からは市内全域
での対応を充実させるため旧ポリテクセ
ンター内に1教室(西教室)を増設した。
室長1名、指導員2名体制で不登校児童
生徒への支援を行い、令和元年度に
は、通級者27名のうち4名が学校復帰を
果たした。

不登校児童
生徒のせい
らへの通級
者数

人 17 20 118% 17 27 159%

不登校児童
生徒のうち
学校に復帰
した人数

人 3 3 100% 3 4 133% 3,743 3,757 3,752 中

指導員が学校へ出向く
など相談体制を充実し、
不登校児童生徒の掘り
起しを行うことで、通級
者及び復学者を増やす
ことができるため、成果
向上余地はある。

なし

市内全域の児童生徒に
対応するには常時3名
は必要であり、これ以上
の削減の余地はない。

改善

本教室と西教室を本教
室1箇所に統合し、機能
を集約することで、現状
の3人体制でより指導体
制を強化することができ
るため。

指導員は現状（3人）のままで（予
算：学校教育総務事業）、西教室
を廃止し、本教室の機能強化を
図るため、本教室の改修等を行
うための費用を追加で要求する。

維持

不登校児童生徒を学校に復帰さ
せている実績やノウハウがあり、
適切な指導等の賜物だと考えて
いる。コストも最小限に抑えること
ができている。

学校教育
の推進

学力向上対策
事業

伊万里市学力向上対策推進委員会に、
知能検査や漢字検定作成等の事業委
託を行い、児童生徒の個性と能力に応
じた基礎学習の定着・向上と教職員の
指導力向上を図る。

委託金額 千円 580 580 100% 550 550 100%

小学６年生
の国語の学
習状況調査
結果が全国
平均を上
回った学校
数

校 12 12 100% 12 12 100% 580 550 550 低

本事業の実施によっ
て、子どもの学力を的確
に評価するとともに、す
でに適切な教育指導が
できている。

なし

コストを削減すれば、実
施テスト数や学年数等
を減らさなければなら
ず、学力低下につなが
る恐れがある。

維持

子どもの学力の的確な
評価や指導を行うため
には、継続的な取り組
みが必要である。

その時々の状況に応じた柔軟な
対応ができるよう、令和２年度か
ら教育研究事業等4事業と整理
統合しており、令和２年度を基礎
とした要求を行う。

維持

子どもの学力の的確な評価や指
導を行うためには、継続的な取り
組みが重要であるため、事業を
統合整理し、続けていくべきであ
る。

学校教育
の推進

教育研究事業

昭和３８年に、小中学校の各教科、領域
等について研究を深め、伊万里市の教
育振興に資することを目的として始めた
事業で、伊万里市教育研究会に委託
し、教職員の資質の向上を図るための
研修会の開催や研究活動のほか、児
童生徒の学習成果の発表会を行う。

委託金額 千円 319 319 100% 300 300 100%
発表会等参
加者数

人 1,000 1,511 151% 1,000 2,880 288% 319 300 300 中

本事業実施により、指
導方法等の開発・改善
が図られており、予算の
確保ができれば、本市
教育のレベルアップに
つながり、成果向上余
地はある。

なし

限られた予算の中で事
業を実施しているため、
これ以上のコスト削減の
余地はない。

維持

教職員の研修機会等の
確保は、本市の教育水
準のレベルアップにもつ
ながるため、継続して実
施すべきである。

その時々の状況に応じた柔軟な
対応ができるよう、令和２年度か
ら学力向上対策事業等4事業と
整理統合しており、令和２年度を
基礎とした予算要求を行う。

維持

教職員の研修機会等の確保は、
本市の教育水準のレベルアップ
に欠かせないため、事業を統合
整理し、継続して実施していくべ
きである。

学校教育
の推進

ＩＣＴ教育推進
事業

情報化に対応する教育を推進するた
め、各小中学校のコンピュ－タ教育担
当によるＩＣＴ研究委員会に事業を委託
し、指導方法や利用方法等に関する研
修を重ね、その活動充実を図る。

研究会の回
数

回 - - - 3 2 67%
研究会参加
者数

人 - - - 100 48 48% - 70 70 中

本事業の実施により、
学校現場におけるICT
機器等の活用推進や、
プログラミング教育等へ
の対応など本市教育の
レベルアップにつなが
り、成果向上の余地は
ある。

なし

限られた予算の中で事
業を実施しているため、
これ以上のコスト削減の
余地はない。

維持

学校現場におけるICT
機器等の活用推進と教
職員のレベルアップを
図るため、今後も継続し
た取り組みが必要だと
考える。

その時々の状況に応じた柔軟な
対応ができるよう、令和２年度か
ら教育研究事業等4事業と整理
統合しており、令和２年度を基礎
とした要求を行う。

維持

学校現場におけるICT機器等の
活用推進と教職員のレベルアッ
プに寄与している事業であるた
め、事業を統合整理し、今後も引
き続き取り組んでいく。

適切な教
育指導の

推進

特別支援児童
生徒サポート

事業

心身に障害をもった児童生徒の学習及
び学校生活の介助・援助を行い、安心
して学校生活を送ることが出来るよう、
該当児童生徒の自立のため支援をする
とともに、児童生徒の正常な学習（授
業）環境を支援するため、特別支援教
育支援員を配置する。

心身に障害
を持った児
童生徒の援
助に要する
費用

千円 50,368 46,369 92% 49,662 44,362 89% 支援員数 人 50 50 100% 50 50 100% 46,369 49,662 44,362 中

本事業の実施により、
支援が必要な児童生徒
への適切な支援を図っ
ているが、研修等で支
援員のスキルを向上さ
せることにより、成果向
上の余地はある。

なし

限られた予算の中で事
業を実施しているため、
これ以上のコスト削減の
余地はない。

維持

本事業の実施により、
支援が必要な児童生徒
への適切な支援を行う
ことができており、今後
も現状の人数を維持す
る必要がある。

令和2年度を基準として要求す
る。 維持

支援が必要な児童生徒への適切
な支援を行うためには支援員の
確保が重要であるため、現在の
体制を維持する必要がある。

保健活動
の推進

フッ化物洗口
事業

生涯を通じ歯の健康を保つためには、
幼児期から学童期までの継続したむし
歯予防が重要であることから、平成１４
年度から公立幼稚園、小学校で、平成
２６年度からは中学校においても実施
し、平成３０年度は、公立幼稚園1園、私
立幼稚園2園、小学校15校、中学校8校
で実施した。

フッ素洗口
の実施人数

人 5,150 4,617 90% 5,150 4,610 90%
う歯未処置
者率（中学
生）

％ 40 35 88% 40 35 88% 460 512 483 低

フッ化物洗口について、
推奨される回数実施す
ることができれば、成果
の向上が見込まれる
が、授業等との兼ね合
いもあり、現実的に難し
い。

なし

フッ化物洗口に必要不
可欠な消耗品及び医薬
材料費分の予算しか計
上していないため、削減
の余地はない。

維持
継続することで、むし歯
予防として有効な手段
であるため継続したい。

令和2年度を基準として要求す
る。
ただし、フッ化物洗口に使う医薬
品が国の認可を受け、試薬から
医薬品に切り替える自治体が増
えていることから、令和4年度予
算以降医薬品への切り替えを検
討していく。

維持
むし歯予防として有効な手段であ
る。また、継続して取り組んでいく
ことで効果が上がると考える。

人権教育
と啓発の
推進

人権・同和教育
研究事業

差別や偏見のない地域社会を実現する
ためには、一人一人が人権意識を持
ち、他人の人権を尊重することが求めら
れている。子どもの人権意識を育むた
めには教職員の資質の向上が重要で
あり、伊万里市人権・同和教育研究協
議会に委託し、そのための専門的な人
権・同和問題の研究を行う。

委託金額 千円 208 208 100% 197 197 100%
研修会等の
実施回数

回 20 23 115% 20 24 120% 208 197 197 なし

人権・同和問題解決の
ための啓発、研修が実
施されており成果も上
がっているため、成果向
上の余地はない。

なし

限られた予算の中で事
業実施しているため、こ
れ以上のコスト削減の
余地はない。

維持

人権・同和問題は社会
全体の問題であり、解
決のためには、啓発・研
修を続けていく必要があ
る。

令和２年度を基準として要求す
る。 維持

人権・同和問題の解決のために
は、啓発・研修を断続的に続けて
いくことが不可欠である。
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学校教育
の推進

夏季休業日水
泳活動支援事

業

児童が健全な夏季休業を過ごすため、
夏季休業中に育友会等主催でプール
開放が行われているが、プール使用に
おいては安全性が求められるため、児
童の指導・監視を行うために要する費
用の一部を補助金として市連合PTAに
支出する

補助金額 千円 420 420 100% 420 390 93%

事故なく泳ぐ
ことができた
プール個所
数

箇所 14 14 100% 14 13 93% 420 420 390 なし

児童が夏季休業中、事
故なく、健全に過ごせる
ことにつながっており、
これ以上の成果向上の
余地はない。

なし

プールの老朽化に伴う
民間プールの活用以外
では、必要最小限の補
助である。

維持

児童が安全で、健全な
夏季休業を過ごさせる
ために継続する必要が
ある。

令和2年度を基準として要求する
が、学校間の不平等感を解消す
るため、小規模校の滝野小を減
額して予算要求を行う。

維持
児童が安全で、健全な夏季休業
を過ごさせるため、今後も支援が
必要である。

学校教育
の推進

私立高等学校
支援事業

教育の一端を担う私立学校の健全な発
展のため、補助金を交付する。

補助金額 千円 240 240 100% 240 240 100% 就学生徒数 人 450 478 100% 450 474 105% 240 240 240 低

運営費の一部を助成す
ることにより、経営の安
定化や私学教育の振興
に寄与しており、これ以
上の成果向上の余地は
低い。

なし
成果を維持するために
は、コスト削減余地はな
い。

廃止

本事業は経営の安定化
に貢献しているものの、
県内他市では私立学校
に助成していないこと
や、スポーツや文化芸
術の振興に貢献する生
徒や団体への支援を拡
充するため廃止する。

令和元年度で廃止した。 廃止
スポーツや文化芸術の振興への
支援を拡充するため、本助成とし
ては廃止する。

学校教育
の推進

両親のいない
児童生徒就学

奨励事業

両親のいない児童生徒の扶養者へ就
学補助を行う。

両親のいな
い児童生徒
の扶養者へ
の補助金額

千円 42 18 43% 18 18 100% 助成件数 人 2 1 50% 1 1 100% 18 18 18 中

予算が確保できれば、
一人当たりの支給単価
を上げるなどにより、よ
り一層の被扶養者の経
済的負担軽減につなが
るため、成果向上余地
はある。

なし

就学に要する経費の一
部を下記のとおり助成し
ている。
小学生　1,500円／月
中学生　2,000円／月
金額は少額のため、削
減余地はない。

維持

事業実施により扶養者
の負担軽減が図られ、
就学奨励につながるこ
とから今後も継続した支
援が必要であるため。

令和2年度を基準として要求す
る。 維持

事業実施により扶養者の負担軽
減が図られ、就学奨励につなが
ることから今後も支援が必要であ
る。

学校教育
の推進

外国語指導助
手（ＡＬＴ）配置

事業

平成元年度から小中学校に外国語指
導助手（ＡＬＴ）を派遣し、英語の学力向
上と英語に対する関心を高めるととも
に、国際感覚、実践的コミュニケーショ
ン能力の向上を図っている。学習指導
要領の改訂に伴い、平成23年度から小
学校5,6年生の外国語活動が必修とな
り、令和2年度からは小学5,6年生で外
国語が教科化され、現行の35時間から
70時間行うこととなり、小学校3,4年生で
外国語活動を35時間行うこととなった。
平成30年、31年は移行期間で小学5,6
年生では50時間、小学3,4年生は15時
間設けることとなり、これまで以上に
ALTの役割が重要であるため、平成30
年度から、3名（小学校2名、中学校1
名）体制から4名（小学校3名、中学校1
名）体制に1名増員し対応した。

ALT数 人 4 4 100% 4 4 100%
英語の指導
を受けた小
中学生数

人 3,654 3,585 98% 3,660 3,621 99% 7,878 8,306 8,075 低

予算の範囲内で小学校
に3名、中学校に1名の
ALTを配置しており、適
正な外国語指導を行う
ことができているため、
これ以上の成果向上の
余地は低い。

なし

全学校の児童生徒に均
等な学習機会を与える
ためにも、適正な数の
ALTを確保することは必
要であるため、これ以上
のALTの削減の余地は
ない。

維持

厳しい財政状況の中
で、これ以上のALTの確
保は難しい状況だが、
国際化が求められる現
代において、外国語教
育の充実は必要であ
る。

令和2年度を基準として要求す
る。 維持

学習指導要領が改正され、国際
化がますます進むなか、外国語
教育の充実はますます重要度を
増していくため、今後も事業継続
が必要である。

学校教育
の推進

スクールサ
ポーター配置

事業

少年非行等に知識を有する専門家（生
徒指導経験者、警察官ＯＢ等）を中学校
に配置し、学校支援(校内研修会等での
教職員への助言、関係機関との連携や
情報交換等)、いじめ等問題行動防止教
育の支援(学校内の巡視及び児童生徒
への声かけ、児童生徒・保護者への講
話、いじめ未然防止のための助言、立
ち直り支援、安全確保対策等)を行う。

配置数 人 2 2 100% 2 2 100%
問題行動へ
の対応件数

件 300 617 206% 300 391 130% 3,034 2,243 1,916 なし

少年非行等に知識を有
する専門家を配置する
ことで学校の状況にあっ
た適正な指導を行うこと
ができているため、成果
向上の余地はない。

なし

限られた予算の中で事
業を実施しているため、
これ以上のコスト削減の
余地はない。

維持

この事業を継続すること
により、生徒が学校生
活を健全に過ごすこと
ができる環境が確保さ
れるため、今後も維持
が必要である。

令和2年度を基準として要求す
る。 維持

生徒が学校生活を健全に過ごす
ことができる環境を確保するた
め、現在の体制を維持する必要
がある。

学校教育
の推進

いじめ問題対
策事業

平成27年3月に伊万里市いじめの防止
等に関する条例を制定し、翌月4月に伊
万里市いじめ防止基本方針を策定した
ことに伴い、市にいじめ問題対策委員
会を、各学校に学校いじめ対策委員会
を設置し、市教委や現場の教職員の相
談を受け、いじめや暴力等の問題行動
の早期解決や発生防止のほか、児童
虐待や不当要求への対策にも当たる。

認知件数 件 20 61 305% 40 72 180%
認知事案に
解消率

％ 100 93.4 93% 100 90.3 90% 536 660 471 中

児童生徒が安心して学
校生活を送ることができ
る環境整備を図るため、
カウンセリング時間を増
やすことで、さらなる向
上が期待できる。

なし

限られた予算の中で事
業を実施しているため、
これ以上のコスト削減の
余地はない。

維持

児童生徒が安心して学
校生活を送ることができ
るよう、事業を継続し、
環境整備に取り組む必
要がある。

文科省の基準が変わったことも
あり、認知件数は増加傾向にあ
る。児童生徒が安心して学校生
活を送ることができるよう、令和2
年度を基準として要求を行う。

維持

児童生徒が安心して学校生活を
送ることができるよう、スクールカ
ウンセラーによるカウンセリング
時間を確保する。

学校教育
の推進

小・中学校各種
大会出場等支

援事業

市立学校の児童生徒の技術の向上、
豊かな心や協調性を育み健やかな成長
に寄与する部活動の振興のため、学校
代表として九州大会や全国大会に出場
した児童生徒に通費及び宿泊費の一部
を補助する。

補助金額 千円 942 125 754% 650 684 105% 補助人数 人 95 27 100% 100 51 51% 125 690 684 なし

大会に出場する個人団
体等に対し補助するも
ので成果向上余地はな
い。

なし
要綱に基づく補助であ
るためコスト削減余地は
ない。

維持

部活動・スポーツの振
興及び児童生徒の健や
かな成長に寄与するも
のであり維持していきた
い。

令和2年度を基準として要求す
る。 維持

部活動・スポーツの振興及び児
童生徒の健やかな成長に大きく
寄与しているものであるため、確
実に維持していきたい。

学校教育
の推進

児童生徒の活
用力向上研究

事業

国語、算数、数学を中心に、各教科にお
ける基礎知識の活用力を高めるととも
に授業改善等に向けた研究を行い、教
員の指導力の向上及び児童生徒の学
力の向上を目指す。

実施校数 校 5 5 100% 5 5 100%
授業研究会
参加者数

人 300 401 134% 300 1098 366% 1,500 600 600 中

授業研究会等により同
一中学校区内及び他校
の教職員と共有化が図
られており、さらなる向
上が期待できる、

なし

限られた予算の中で成
果が出るよう創意工夫
し、教育研究が行われ
ているため、コストの削
減余地はない。

完了
実践的な教育等を推進
するためには、今後も研
究が必要である。

県の指定による事業（全額補助）
であるが、本事業は令和元年度
で完了し、「小中連携による学力
向上推進事業」に移行するため、
新事業に県の指定があれば要求
を行う。

完了

本事業は令和元年度で完了し、
移行する「小中連携による学力
向上推進事業」で県の指定があ
れば事業に取り組む。



令和元年度　行政評価表：学校教育課

Ｈ30年度

指標 単位 目標 実績 達成率 目標 実績 達成率 指標 単位 目標 実績 達成率 目標 実績 達成率 事業評価 評価の理由 R3年度予算要求の方向性

【Plan】　計画　／　【Do】　実施 【Check】　評価　／　【Action】　改善

施策名 事業名 事業・取組概要

事業評価の活動指標(目標・実績) 事業評価の成果指指標(目標・実績) Ｒ1年度 事業成果の評価 予算・コストの評価 見直しの方向性（担当者評価）

指標名等 Ｈ30年度 Ｒ1年度 指標名等 Ｈ30年度 Ｒ1年度 決算額
(千円)

予算額
(千円)

決算額
(千円) 所属長評価

成果向上
余地はあるか

評価の理由
コスト削減余
地はあるか

評価の理由
１次評価（担当者評価） ２次評価

学校教育
の推進

学校運営交付
金事業

校長の裁量により、子どもや地域の状
況に応じた特色ある学校づくりを推進す
るとともに、学校現場で発生する様々な
課題に対応し、円滑な学校運営を図る。
（平成３０年度新規事業）

交付校 校 22 22 100% 22 22 100%

特色ある学
校づくりの目
標に対する
達成率（AB
評価）

％ 80 95.5 119% 80 100 125% 3,300 3,317 3,301 中

校長裁量により、子ども
や地域の状況に応じた
事業を実施することがで
きるため、さらなる成果
向上が期待できる。

なし

限られた予算の中で校
長裁量により創意工夫
した事業が行われてい
るため、コストの削減余
地はない。

維持

校長裁量による、子ども
や地域の状況に応じた
特色ある学校づくりや学
校現場の諸課題への対
応は、円滑な学校運営
を図るうえで重要なこと
であるため、今後も継続
して実施していきたい。

令和２年度を基礎として要求す
る。 維持

校長裁量による、特色ある学校
づくりの推進や学校現場で発生
する諸課題への対応は、円滑な
学校運営を図るうえで重要である
ため、今後も引き続き取り組んで
いく。

学校教育
の推進

外国人等児童
生徒教育支援

事業

日本語指導が必要な帰国、帰化及び外
国人の児童生徒を、日本語で学校生活
を営み、学習に取り組めるようにする。
・日本語指導担当教員の研修会への参
加や教材の活用等による実践研究。
・当該児童生徒の実情に応じた指導方
法の工夫改善についての研究。
・成果の普及。

実施校数 校 1 1 100% 1 1 100%
授業研究会
参加者数

人 30 130 433% 30 65 217% 200 200 200 中

事業1年目は先進的実
践、2年目の平成30年
度以降は授業研究会等
により日本語指導につ
いての現状と意義を広
めることができたため、
今後は他校の教職員と
の共有化を図ることで、
さらなる向上が期待でき
る。

なし

限られた予算の中で成
果が出るよう創意工夫
し、教育研究が行われ
ているため、コストの削
減余地はない。

維持
実践的な教育等を推進
するためには、今後も研
究が必要である。

県の指定による事業（全額補助）
であり、事業対象となれば要求を
行う。

維持

県の指定による事業（全額補助）
であるが、実践的な教育等を推
進するためには、今後も研究が
必要である。

学校教育
の推進

小中連携によ
る学力向上推

進事業

県教育委員会の指定する中学校及び
校区内小学校が、国語、算数・数学を
中心にすべての教科において、小・中
学校が連携して、基礎基本の定着や活
用力を高める授業改善、自ら課題を発
見しその解決に向けて主体的に学ぶ態
度を育成することにより、授業改善と教
師の指導力向上、児童生徒の学力向
上を目指すことを目的とする。（令和元
年度新規事業）

実施校数 校 - - - 3 3 100%
授業研究会
参加者数

人 - - - 150 389 259% - 450 450 中

事業実施１年目で、授
業研究会等により、同
一中学校区内の小・中
学校が連携して取り組
むことで、授業改善と教
師の指導力向上が図ら
れており、さらなる向上
が期待できる、

なし

限られた予算の中で成
果が出るよう創意工夫
し、教育研究が行われ
ているため、コストの削
減余地はない。

維持
実践的な教育等を推進
するためには、今後も研
究が必要である。

県の指定による事業（全額補助）
であり、2年間の事業のうちの2年
目となるが、対象校を維持して要
求する。

維持

県の指定による事業（全額補助）
であるが、実践的な教育等を推
進するためには、今後も研究が
必要である。

学校教育
の推進

英語教育研究
事業

初等教育及び中等教育（小学校・中学
校・義務教育学校）に関する課題につい
て、県教育庁学校教育課が定めた研究
領域（英語教育）により実践を通して研
究を行い、その成果を公表することに
よって、児童生徒の個性と創造性を育
み、生きる力を培うとともに、教職員の
資質の向上を図ることを目的とする。
（令和元年度新規事業）

実施校数 校 - - - 1 1 100%
授業研究会
参加者数

人 - - - 30 5 17% - 200 200 中

事業実施１年目で、英
語教育について実践を
通して研究を行い、その
成果を公表することで、
児童生徒の個性と創造
性を育み生きる力を培う
とともに教職員の資質
の向上を図っており、さ
らなる向上が期待でき
る、

なし

限られた予算の中で成
果が出るよう創意工夫
し、教育研究が行われ
ているため、コストの削
減余地はない。

維持
実践的な教育等を推進
するためには、今後も研
究が必要である。

県の指定による事業（全額補助）
であり、2年間の事業のうちの2年
目となるが、対象校を維持して要
求する。

維持

県の指定による事業（全額補助）
であるが、実践的な教育等を推
進するためには、今後も研究が
必要である。

学校教育
の推進

新学習指導要
領研究事業

新学習指導要領の趣旨及び内容に
沿った研究（理科）を行い、その成果を
公表し、教職員の指導力向上を図るこ
とにより、新学習指導要領への円滑な
移行並びに児童生徒の個性と創造性を
育み、生きる力を培うことに資すること
を目的とする。（令和元年度新規事業）

実施校数 校 - - - 1 1 100%
授業研究会
参加者数

人 - - - 30 67 223% - 200 200 中

事業実施１年目で、新
学習指導要領への円滑
な移行並びに、児童生
徒の個性と創造性を育
み生きる力を培うことを
目的としており、さらなる
向上が期待できる、

なし

限られた予算の中で成
果が出るよう創意工夫
し、教育研究が行われ
ているため、コストの削
減余地はない。

維持
実践的な教育等を推進
するためには、今後も研
究が必要である。

県の指定による事業（全額補助）
であり、事業対象となれば要求を
行う。

維持

県の指定による事業（全額補助）
であるが、実践的な教育等を推
進するためには、今後も研究が
必要である。

学校教育
の推進

小学校遠距離
児童通学支援

事業

　小学校への通学距離4㎞以上の遠距
離通学児童及び学校統合により遠距離
通学となった児童に対する通学費補助
を行うとともに、黒川小学校にスクール
バスを、南波多小学校に通学用タク
シーをそれぞれ運行することにより、遠
距離通学児童に係る通学費の負担軽
減を図る。
　また、平成２９年度からは、波多津東
小学校と波多津小学校の統合に伴い、
国庫補助を受け、波多津小学校のス
クールバスの運行を開始した。

業務委託料 千円 20,047 18,233 91% 20,058 17,799 89%

定期券購
入、ガソリン
代の補助人
数

人 66 57 86% 66 58 88% 18,233 20,058 17,799 なし

要綱に基づき、一定の
距離以上の児童を対象
としているおり、特に統
合校で遠距離となった
児童については、スクー
ルバスを運行、または
通学費の全額を市が負
担していることから、現
状においても経済的負
担は無いため、成果向
上の余地はない。

なし

通学費補助について
は、要綱に基づき、保護
者負担の実費ないし半
額を補助しており、ス
クールバス等の委託に
ついては、入札等で金
額が決定することから、
これ以上のコスト削減は
難しい。

拡大

事業実施により、遠距
離通学及び統合地区の
児童の保護者の経済的
負担軽減に繋がるた
め。

既存のスクールバスに加え、黒
川町内の路線バスの廃止によ
り、当該路線に新たにスクールバ
スを追加して要求する。

拡大
遠距離通学及び統合地区の児
童の通学保障として必要である。

学校教育
の推進

小学校特別支
援学級児童就
学奨励事業

特別支援学級へ就学する児童の保護
者に対し、その負担能力の程度に応じ
て特別支援学級への就学のために必
要な経費（学用品費・給食費・修学旅行
費等）の一部を援助し、保護者の経済
的負担の軽減を図る。

書類審査の
数

人 96 100 104% 100 105 105% 助成人数 人 96 96 100% 100 105 105% 3,009 3,601 3,080 なし

要綱に基づき、特別支
援学級の児童を対象と
して、就学のための補
助金を交付しており、成
果向上の余地はない。

なし
助成金額等が決まって
いるため余地はない（国
庫補助対象事業）

維持
国の制度が続く間はこ
の制度を活用し、引き続
き助成をしていきたい。

令和2年度を基礎として要求す
る。 維持

国の制度が続く間はこの制度を
活用し、助成を継続していきた
い。

学校教育
の推進

小学校体育・文
化活動支援事

業

小学生の水泳技術・陸上技術の向上と
心身の健全育成のための水泳大会・陸
上運動大会や音楽技術向上、情操教
育を図るための音楽発表会の運営に対
して補助を行う。小学校夏季創作品展
の開催を支援するための補助を行う。

補助金額 千円 250 250 100% 190 190 100%

競技会、音
楽発表会、
夏季創作品
展への参加
者数

人 3,000 2,961 99% 2,500 2,050 82% 250 190 190 なし
多くの児童生徒が参加
しており、これ以上の成
果向上余地は難しい

なし

１競技あたり60千円また
は70千円で事業運営し
ており、厳しい状況であ
るため、コスト削減の余
地はない。

維持

継続的に各種大会等を
実施することが、体力、
表現力、精神力の向上
につながるものと考える
ため、維持していきた
い。

その時々の状況に応じた柔軟な
対応ができるよう、令和２年度か
ら教育研究事業等4事業と整理
統合しており、令和２年度を基礎
とした要求を行う。

維持

大会を通じて、体力、表現力、精
神力の向上につながっているた
め、事業を統合整理し、維持して
いきたい。
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Ｈ30年度

指標 単位 目標 実績 達成率 目標 実績 達成率 指標 単位 目標 実績 達成率 目標 実績 達成率 事業評価 評価の理由 R3年度予算要求の方向性

【Plan】　計画　／　【Do】　実施 【Check】　評価　／　【Action】　改善

施策名 事業名 事業・取組概要

事業評価の活動指標(目標・実績) 事業評価の成果指指標(目標・実績) Ｒ1年度 事業成果の評価 予算・コストの評価 見直しの方向性（担当者評価）

指標名等 Ｈ30年度 Ｒ1年度 指標名等 Ｈ30年度 Ｒ1年度 決算額
(千円)

予算額
(千円)

決算額
(千円) 所属長評価

成果向上
余地はあるか

評価の理由
コスト削減余
地はあるか

評価の理由
１次評価（担当者評価） ２次評価

学校教育
の推進

中学校遠距離
生徒通学支援

事業

　学校統合により遠距離通学となる生
徒に対する通学費補助を行うとともに、
青嶺中学校にスクールバスを、東陵中
学校に通学用タクシーをそれぞれ運行
することにより、遠距離通学生徒に係る
通学費の負担軽減を図る。
　また、自転車で通学する要保護及び
準要保護に認定された生徒に安全装備
費（ヘルメット代）補助を行う。

業務委託料 千円 18,572 17,747 96% 18,207 17,318 95%
定期券、自
転車通学の
補助人数

人 45 18 40% 45 21 47% 17,747 18,207 17,318 なし

要綱に基づき、一定の
距離以上の生徒を対象
としているおり、特に統
合校で遠距離となった
生徒については、スクー
ルバスを運行、または
通学費の全額を市が負
担していることから、現
状においても経済的負
担は無いため、成果余
地はない。

なし

通学費補助について
は、要綱に基づき、保護
者負担の実費ないし半
額を補助しており、ス
クールバス等の委託に
ついては、入札等で金
額が決定することから、
これ以上のコスト削減は
難しい。

維持

事業実施により、遠距
離通学生徒の、保護者
の経済的負担軽減に繋
がるため。

現状と同様に、遠距離通学生徒
の保護者に対して助成を行うた
めに、例年並みの予算要求を行
う。

維持
遠距離通学及び統合地区生徒
の通学保障として必要である。

学校教育
の推進

中学校特別支
援学級生徒就
学奨励事業

特別支援学級へ就学する生徒の保護
者に対し、その負担能力の程度に応じ
て特別支援学級への就学のために必
要な経費（学用品費・給食費・修学旅行
費等）の一部を援助し、保護者の経済
的負担の軽減を図る。

書類審査の
数

人 37 37 100% 37 41 111% 助成人数 人 37 36 97% 37 41 111% 1,470 2,128 1,553 なし

要綱に基づき、特別支
援学級の生徒を対象と
して、就学のための補
助金を交付しており、成
果向上の余地はない。

なし
助成金額等が決まって
いるため余地はない（国
庫補助対象事業）

維持
国の制度が続く間はこ
の制度を活用し、引き続
き助成をしていきたい。

令和2年度を基礎として要求す
る。 維持

国の制度が続く間はこの制度を
活用し、助成を継続していきた
い。

学校教育
の推進

中学校文化活
動支援事業

中学校の音楽技術の向上、情操教育を
図るために実施されている音楽発表会
に対する補助を行う。中学校夏季創作
品展の開催を支援する

補助金額 千円 90 90 100% 90 90 100%

音楽発表
会、夏季創
作品展への
参加者数

人 800 1,524 191% 800 1,300 163% 90 90 90 なし
多くの生徒が参加して
おり、これ以上の成果向
上の余地は難しい。

なし

１事業あたり30千円また
は60千円で事業運営し
ており、厳しい状況であ
るため、コスト削減の余
地はない。

維持

継続することにより、生
徒の音楽の技術や表現
力、情操教育の向上に
つながるものと考えるた
め、維持していきたい。

その時々の状況に応じた柔軟な
対応ができるよう、令和２年度か
ら教育研究事業等4事業と整理
統合しており、令和２年度を基礎
とした要求を行う。

維持

生徒の音楽の技術や表現力、情
操教育の向上につながっている
ため、事業を統合整理し、継続し
て取り組んでいきたい。

学校教育
の推進

中学校放課後
等補充学習事

業

様々な課題を抱えている生徒への対応
が増える状況の中、中学校教員が放課
後に学習内容の定着が不十分な生徒
への補充学習にあたることが難しいこと
から、地域の人材を活用し、基礎学力
の定着と学ぶ楽しさを味あわせ、学習
への意欲付と学習習慣の確立を図るた
め実施する。

事業費 千円 1,184 1,089 92% 1,217 1,082 89% 実施時間 時間 444 444 100% 444 444 100% 1,089 1,217 1,082 中

事業実施により、生徒
の基礎学力の定着と学
習習慣の確立が推進さ
れており、継続すること
で、さらなる向上が期待
できる。

なし
成果を維持するために
は、これ以上のコストの
削減余地はない。

維持

市内中学校３年生の学
力は、全国平均より国
語・数学ともに下回って
おり、県の補助事業が
継続する限り維持した
い。

平成30年度に3校から6校に拡大
し実施している。県の補助事業で
あるため、県の動向を見ながら対
象校を維持して要求する。

維持

平成30年度に3校から6校に拡大
したが、市内中学校３年生の学
力は、全国平均より国語・数学と
もに下回っており、県の補助事業
が継続する限り維持したい。

学校教育
の推進

中学校体育団
体支援事業

市内中学校のスポーツ技術の向上はも
とより、心豊かな中学生の育成のため、
中学校体育連盟の運営費の補助を行
う。

補助金額 千円 620 620 100% 620 620 100% 対象生徒数 人 1,500 1,432 95% 1,500 1,432 95% 620 620 620 なし

本事業実施により、毎
年県大会で優秀な成績
をおさめ、九州大会や
全国大会に出場してい
るなど、これ以上の成果
向上の余地はない。

なし

予算が縮減される中で
運営しており、厳しい状
況であるため、コスト削
減の余地はない。

維持

スポーツを通じて心身と
もに健全な生徒を育成
するためには、今後も支
援が必要であるため維
持していきたい。

令和2年度を基礎として要求す
る。 維持

この事業の支援が、スポーツの
向上や、心身ともに健全な生徒
の育成に寄与しているため引き
続き維持していきたい。

学校教育
の推進

学校給食運営
委員会支援事
業

学校給食運営委員会の運営費の補助

〔委員構成〕関係学校長　22名、PTA育
友会代表22名、町（地区）区長会代表3
名、保健福祉事務所1名、医師会1名、
学識経験者（JA、青果市場、女性ネット
ワーク各1名）、センター所長
〔委員会事務〕①事業計画、予算の決
定、②給食費のとりまとめ、③給食用物
資の購入

運営委員会
の開催

回 2 2 100% 2 2 100%
運営委員会
の出席者数

人 79 57 72% 65 63 97% 168 100 100 なし

当該補助金により、当
初の目的のとおり運営
されており、成果向上の
余地はない。

なし

その他の運営財源の増
加が見込まれたため、
元年度に削減したばか
りであり、これ以上の削
減余地はない。

維持

本来、学校の設置者で
ある市の給食事業の業
務を担っており、この補
助金で委員会の会議の
開催費などを賄ってお
り、必要最小限の額で
ある。

令和元年度に額を引き下げた経
緯があり、その他の運営財源も
増が見込めないため、この額を
維持し、委員会活動を支援した
い。

維持
委員会活動を支援するため、前
年度並みの額を確保したい。


